
令和６年９月１７日 

 

山梨大学医学部附属病院における入院セット提供業務に関する公募 

 

１．企画競争に付する事項 

（１）事 業 名 

入院セット提供業務 

（２）業務の趣旨 

山梨大学医学部附属病院（以下「本院」とする。）において、病衣、紙おむつ、

タオル、その他入院時に必要となる物品（以下「入院セット」とする。）を提供で

きる者（以下「運営者」とする。）を公募により選定し、入院患者等へのサービス

向上と本院における業務の効率化を図ることを目的とする。 

（３）業務の内容 

入院セットの受付、提供、利用料金徴収業務等（詳細は「業務仕様書」による） 

（４）契約期間 

令和７年１月１日～令和７年１２月３１日とする。ただし、契約期間満了の４か

月前までに本院又は運営者のいずれかから契約終了の申し出がない場合は、さらに

１年間契約期間を延長するものとし、以後も同様とするが、最長で５年（令和１１

年１２月３１日）を限度とする。 

２．企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項  

（１）国立大学法人山梨大学契約細則第２条及び第３条に規定される次の事項に該当

する者は、競争に参加する資格を有さない。 

① 売買、貸借、請負その他の契約につき国立大学法人山梨大学会計規則第１７

条に規定する競争に付するときは、被保佐人、被補助人及び未成年者で必要な

同意を得ている場合を除くほか、当該契約を締結する能力を有しない者及び破

産者で復権を得ない者を参加させることができない。 

② 次の各号に該当すると認められる者を、その事実があった後２年間競争に参

加させないことができる。これを代理人、支配人その他の使用者として使用す

る者についても、また同様とする。 

ア 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質

若しくは数量に関して不正の行為をした者 

イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益

を得るために連合した者 

ウ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

エ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

オ 正当な理由がなく契約を履行しなかった者 



カ 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行

に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者契約の履行に当

たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関

して不正の行為をした者 

（２）国又は地方公共団体から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

（３）契約担当役から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

（４）法人等の財政状況、損益状況及び資金状況に問題がないこと。 

（５）不正及び不誠実な行為がないこと。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に

規定する暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与している組織等の者、不正の

利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって暴力団又は暴力団員を

利用する等をした者、暴力団員の維持・運営に協力している者、及び暴力団又は

暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者でないこと。 

（７）過去５年間に運営者又は協力業者が５００床以上の規模を有する病院において、

３年以上の当該業務を誠実に履行した実績を有すること。  

（８）運営者又は協力業者が一般社団法人医療関連サービス振興会の認定する寝具類

洗濯業務に関する医療関連サービスマークを取得していること。 

３．公募要領等の交付期間及び交付方法 

交付期間：令和６年９月１７日（火）～令和６年９月２４日（火） 

交付方法：本学 HP よりダウンロードすること。直接来学する場合又は郵送を希

望する場合は、本件担当宛に申し出ること。 

４．参加表明書の提出 

本企画競争に参加を希望する者は、令和６年９月２４日（火）１７時１５分まで

に本件担当まで FAX（様式任意）又は E-mail などにより申し込みを行うこと。 

５．企画提案書等の提出方法等 

（１）企画提案書等の提出方法 

参加表明書を提出した者は、公募要領に定める必要書類を提出期限までに、２０

部を郵送又は持参すること。また、電子データとして CD にて１枚提出すること。 

（２）企画提案書の提出期限 

提出期限：令和６年１０月１７日（木）１７時１５分必着 

提 出 先：山梨大学医学域管理課総務・予算・資産グループ 

６．説明会の開催日時及び開催場所 

開催日時：令和６年９月２４日（火）１３時３０分～１４時３０分 

開催場所：山梨大学医学部キャンパス管理棟２階小会議室 

説明会への参加希望者は、令和６年９月２４日（火）９時００分までに本件担当

のメールアドレスに連絡すること。 



７．選定方法等 

別に定めた審査基準及び公募要領等に基づき、入院セット提供業務選定委員会に

おいて行う。 

８．その他 

本件に関するその他必要事項については、公募要領等によるものとする。 

 

【本件担当、連絡先】 

〒４０９－３８９８ 山梨県中央市下河東１１１０ 

山梨大学医学域管理課総務・予算・資産グループ 

ＴＥＬ ０５５－２７３－９２３９ 

ＦＡＸ ０５５－２７３－６７５０ 

E-mail igakubuyosan-tr@yamanashi.ac.jp 

担当：医学域管理課総務・予算・資産グループ 齋藤 





公募要領 

 

１．業務の趣旨  

山梨大学医学部附属病院（以下「本院」とする。）において、病衣、紙おむつ、

タオル、その他入院時に必要となる物品（以下「入院セット」とする。）を提供で

きる者（以下「運営者」とする。）を公募により選定し、入院患者等へのサービス

向上と本院における業務の効率化を図ることを目的とする。 

 

２．業務の概要  

（１）事業名  

入院セット提供業務  

（詳細は別冊「業務仕様書」による。）  

（２）事業実施場所  

山梨大学医学部附属病院（山梨県中央市下河東１１１０）  

病床数 ６１８床（令和６年４月現在）  

１日平均入院患者数 ４９８人（令和５年度実績）  

（３）履行期間  

令和７年１月１日～令和７年１２月３１日とする。ただし、契約期間満了の４

か月前までに本院又は運営者のいずれかから契約終了の申し出がない場合は、さ

らに１年間契約期間を延長するものとし、以後も同様とするが、最長で５年（令

和１１年１２月３１日）を限度とする。 

 

３．企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項  

（１）国立大学法人山梨大学契約細則第２条及び第３条に規定される次の事項に該

当する者は、競争に参加する資格を有さない。 

①  売買、貸借、請負その他の契約につき国立大学法人山梨大学会計規則第１

７条に規定する競争に付するときは、被保佐人、被補助人及び未成年者で必要

な同意を得ている場合を除くほか、当該契約を締結する能力を有しない者及び

破産者で復権を得ない者を参加させることができない。 

② 次の各号に該当すると認められる者を、その事実があった後２年間競争に

参加させないことができる。これを代理人、支配人その他の使用者として使用

する者についても、また同様とする。 

ア 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品

質若しくは数量に関して不正の行為をした者 

イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益

を得るために連合した者 



ウ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

エ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

オ 正当な理由がなく契約を履行しなかった者 

カ 前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履

行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者契約の履行

に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数

量に関して不正の行為をした者 

（２）国又は地方公共団体から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこ

と。 

（３）契約担当役から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

（４）法人等の財政状況、損益状況及び資金状況に問題がないこと。 

（５）不正及び不誠実な行為がないこと。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

に規定する暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与している組織等の者、不

正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって暴力団又は暴力団

員を利用する等をした者、暴力団員の維持・運営に協力している者、及び暴力

団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者でないこと。 

（７）過去５年間に運営者又は協力業者が５００床以上の規模を有する病院におい

て、３年以上の当該業務を誠実に履行した実績を有すること。  

（８）運営者又は協力業者が一般社団法人医療関連サービス振興会の認定する寝具

類洗濯業務に関する医療関連サービスマークを取得していること。  

 

４．企画提案書の提出方法等  

（１）企画提案書の提出場所、企画競争の内容を示す場所並びに問い合わせ先  

〒４０９－３８９８ 山梨県中央市下河東１１１０  

山梨大学 医学域管理課総務・予算・資産グループ  

ＴＥＬ ０５５－２７３－９２３９ 

ＦＡＸ ０５５－２７３－６７５０ 

E-mail igakubuyosan-tr@yamanashi.ac.jp 

担当： 医学域管理課総務・予算・資産グループ 齋藤 

※公募内容に関する質問は、上記メールアドレス宛にメールで送付すること。 

 

（２）企画提案書等の提出方法  

①郵送又は持参すること。  

○郵送  

簡易書留、宅配便等で送付すること。（必ず送付記録が残るものに限る。）  



○持参  

受付時間：平日８：３０～１７：１５（１２：００～１３：００除く）  

②その他  

ア）企画提案書を提出する際には、組織の代表者名で、本件に対する応募の

意思を明確に示す書面を提供すること。  

イ）企画提案書に関する事務連絡先（照会先）を明記すること。  

ウ）企画提案書及び見積書は、日本語及び日本国通貨で２０部提出するこ

と。また、電子データとしてCDにて１枚提出すること。  

（３）提出書類  

①企画提案書  

別冊入院セット提供業務仕様書に従い、下記の順で各項目について記載する

こと。  

ア）業務導入スケジュール  

・導入に向けた準備内容及び所要日数等  

イ）運用体制  

・運用フロー及び人員配置図  

・業務対応時間表  

・提供物品の詳細及び管理方法等  

ウ）入院患者の利便性  

・入院セットプラン及び料金設定  

・入院セット提供方法  

・料金徴収方法  

エ）個人情報保護に関する体制  

オ）感染制御に関する体制  

・従業員の教育資料  

・感染衣の一次処理方法  

カ）収益の寄与度  

・手数料  

キ）災害時の対応  

②業務実績書  

原則として以下の要件を網羅して記載すること。ただし、守秘義務等により

情報を開示できない場合は本院へ申し出て、その指示に従うこと。  

ア）病院名  

イ）病床数  

ウ）各病院における導入期間  

③審査基準にある「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価」におけ



る認定通知等又は内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認通知がある場合

は、その写し。 

④会社概要 

⑤直近３期分の財務諸表  

（４）企画提案書の提出期限等  

提出期限：令和６年１０月１７日（木）１７時１５分必着 

（５）その他  

①企画提案書を提出する際には、組織の代表者名で、本件に対する応募の意思

を明確に示す書面を提供すること。  

②企画提案書に関する事務連絡先（照会先）を明記すること。  

③企画提案書・見積書は、日本語及び日本国通貨で提出すること。  

 

５．説明会の開催日時及び開催場所  

①開催日時：令和６年９月２４日（火）１３時３０分～１４時３０分 

②開催場所：山梨大学医学部キャンパス管理棟２階小会議室 

説明会への参加希望者は、令和６年９月２４日（火）９時００分までに上記

４（１）のメールアドレスに連絡すること。 

 

６．選定方法等  

（１）選定方法：書類及び面接（プレゼンテーション）選考  

（２）面接日時 

①開催日時：令和６年１０月下旬 

プレゼンテーション２０分 質疑応答１０分 計３０分（１社） 

②開催場所：山梨大学医学部キャンパス管理棟３階大会議室（予定） 

（３）審査基準  

同業務選定委員会が別途定めた審査基準（別紙１）に従い、提出された提案

書類と面接（プレゼンテーション）を併せ、総合評価方式にて選考する。  

参加者数が３社を超えた場合は、令和６年１０月２２日（火）までに書類選

考による一次審査を行い、令和６年１０月下旬に面接する提案者を３社に選

定、事前通知する。  

（４）選定結果の通知  

面接終了後、１４日以内に面接提案者に選定結果を通知する。  

 

７．契約締結  

選定の結果、契約予定者と企画提案書等を基に契約条件を調整するものとする。

なお、契約金額については企画提案書等の内容を勘案して決定するものとし、企画



提案者の提示する金額と必ずしも一致するものではない。また、契約条件等が合致

しない場合には契約締結を行わない場合がある。  

 

８．スケジュール  

（１）公募開始  ：令和６年９月１７日（火） 

（２）説明会   ：令和６年９月２４日（火） 

（３）参加表明締切：令和６年９月２４日（火）１７時１５分 

（３）書類提出締切：令和６年１０月１７日（木）１７時１５分 ※公募締切同日  

（４）書類選考通知：令和６年１０月２２日（火） 

（５）面接    ：令和６年１０月下旬 

（６）選考結果通知：令和６年１０月下旬 

（７）契約締結  ：令和６年１１月上旬 

（８）契約期間  ：令和７年１月１日～令和７年１２月３１日 

※最長５年（令和１１年１２月３１日）まで延長の場合あり 

 

９．その他  

（１）事業実施にあたっては、契約書及び企画提案書等を遵守すること。また、女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定など企画提案書に

記載した事項について、認定の取消などによって記載した内容と異なる状況と

なった場合には、速やかに発注者へ届け出ること。  

（２）企画提案書等の作成費用については、選定結果に拘わらず企画提案者の負担

とする。また、提出された企画提案書等については返却しない。 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 国立大学法人山梨大学（以下「大学法人」という。）の財務及び会計に関する基準を

定め、財政状態及び運営状況を明らかにするとともに、大学法人の教育研究活動の円滑な

運営を図ることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 大学法人の財務及び会計に関しては、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号。

以下「国大法」という。）及びその他関係法令並びに業務方法書に定めるもののほかこの規

則の定めるところによる。 

 

（事業年度） 

第３条 大学法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 

（会計事務の統轄） 

第４条 大学法人の財務及び会計は単一とし、学長が統轄する。 

２ 財務を担当する理事は、大学法人の財務及び会計について学長を補佐する。 

 

（勘定科目） 

第５条 大学法人の取引は別に定める勘定科目により区分して整理する。 

 

（帳簿等） 

第６条 大学法人は、会計に関する帳簿及び伝票により、所要の事項を整然かつ明瞭に記録・

保存する。 

２ 帳簿及び伝票の種類、様式及び保存期間については別に定める。 

３ 帳簿及び伝票の記録・保存については、電子媒体によることができる。 
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第２章 予算 

（予算の目的） 

第７条 各年度の予算は、大学法人の中期目標及び中期計画に基づき、明確な方針のもとに

編成を行い、大学法人の円滑な運営に資することを目的とする。 

 

（予算単位及び予算責任者） 

第８条 予算単位とは、大学法人において、予算の配分を受け、管理及び執行を行う単位で

ある。 

２ 前項の予算単位毎に予算責任者を置く。 

３ 大学法人の予算単位及び予算責任者は、別に定めるとおりとする。 

４ 予算責任者に事故等あるときは、学長が命じた者が業務を代理するものとする。 

 

（予算責任者の権限及び責任） 

第９条 予算責任者は、大学法人の中期目標を達成するように、所掌する予算単位について、

学長が決定・配分した予算の適正な執行に努めなければならない。 

２ 予算責任者は、予算執行の一部を別の教員及び職員に行わせることができる。 

 

（予算編成） 

第１０条 学長は、予算の編成にあたり基本的な考え方を示した方針（以下「予算編成方針」

という。）を策定しなければならない。 

２ 学長は、予算編成方針に基づき予算案を作成しなければならない。 

３ 学長は、作成した予算案について、国大法第２０条に定める経営協議会（以下「経営協

議会」という。）による審議の後、国大法第１１条に定める役員会（以下「役員会」という。）

の議を経て、予算を決定しなければならない。 

 

（予算配分） 

第１１条 学長は、各予算単位の当該予算を予算責任者に配分することができる。 

２ 前項に規定する予算の配分は、運営状況に応じて変更することができる。 

３ 予算責任者は、別の教員及び職員に予算を配分した場合は、第９条第２項に規定する予

算執行の権限と責任を委譲したものとみなす。 

 

（予算の執行） 

第１２条 予算責任者及び予算責任者より予算を配分された者（以下「予算責任者等」とい

う。）は、配分された予算に基づき予算を執行するものとする。 

２ 予算責任者等は、配分された予算を超えて執行しようとするときは、別に定める手続に

よらなければならない。 

３ 予算責任者等は、予算の執行の際には、管理簿等によって執行状況を常に明らかにしな

ければならない。 

 

（予算の補正） 

第１３条 学長は、必要と認めた場合には予算を補正することができる。 

 

（予算の繰越） 

第１４条 学長は、別に定める場合に限り、予算を繰り越すことができる。 

 

（決算報告書） 

第１５条 予算責任者は、事業年度終了後、予算の執行結果をとりまとめて別に定める決算

報告書を学長に提出しなければならない。 
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第３章 契約 

（契約事務の委任） 

第１６条 学長は、契約を行うものとする。 

２ 学長は、契約を行うにあたり、別の職員に契約事務を行わせることができる。 

３ 第１項にかかわらず、軽微な取引については、予算責任者等は契約事務を行うことがで

きる。 

 

（契約の方法） 

第１７条 売買、貸借、請負その他の契約を締結する場合においては、公告して申込みをさ

せることにより一般競争に付さなければならない。ただし、別に定める場合は、指名競争

に付し又は随意契約によることができる。 

２ 競争に加わろうとする者に必要な資格及び競争について必要な事項は、別に定める。 

 

（入札の原則） 

第１８条 前条の規定による競争は、別に定めるところによりせり売りに付するときを除き、

入札の方法をもって行わなければならない。 

 

（落札の方式） 

第１９条 競争に付する場合は、契約の目的に応じ、予定価格の制限の範囲内で最高又は最

低の価格をもって申込みをした者を契約の相手方とする。 

２ 支払の原因となる契約のうち別に定める場合は、予定価格の制限の範囲内の価格をもっ

て申込みをした他の者のうち最低の価格をもって申込みをした者を当該契約の相手方とす

ることができる。 

３ その性質又は目的から第 1 項の規定により難い契約については、別に定めるところによ

り、価格及びその他の条件が大学法人にとって最も有利なもの（前項の場合においては、

次に有利なもの）をもって申込みをした者を契約の相手方とすることができる。 

 

（契約書の作成） 

第２０条 競争により落札者を決定したとき、又は随意契約の相手方を決定したときは、契

約の目的、契約金額、履行期限に関する事項その他履行に関する必要な条項を記載した契

約書を作成しなければならない。ただし、別に定める場合においては、これを省略するこ

とができる。 

 

（監督及び検査） 

第２１条 工事又は製造その他についての請負契約を締結した場合は、契約の適正な履行を

確保するため必要な監督をしなければならない。 

２ 前項に規定する請負契約又は物件の買入れその他の契約については、その受ける給付の

完了の確認（給付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合に行う工事若しくは製造

の既済部分又は物件の既納部分の確認を含む。）をするため速やかに必要な検査をしなけれ

ばならない。 

 

 （契約情報の公表） 

第２２条 第１７条第１項に規定する一般競争、指名競争及び随意契約については、大学の

ホームページ上で公表する。 

２ 契約情報の公表に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第４章 金銭等の経理および出納 

（金銭及び有価証券の定義） 
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第２３条 金銭とは、次の各号に掲げるものをいう。 

一 現金 通貨のほか、他人振出小切手、郵便為替証書、振替貯金払出証書及び官公署の

支払通知書をいう。 

二 預金 当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、郵便貯金及び金銭信託をいう。 

２ 有価証券とは、国債、地方債、政府保証債（その元本の償還及び利息の支払について政

府が保証する債券をいう。）その他文部科学大臣の指定する有価証券をいう。 

 

（経理単位及び経理責任者） 

第２４条 経理単位とは、各予算単位の経理事務を処理する単位である。 

２ 前項の経理単位毎に経理責任者を置く。 

３ 大学法人の経理単位及び経理責任者並びに経理単位が所掌する予算単位は、別に定める。 

４ 各経理単位の経理に関する事務は、財務部長が総括する。 

５ 経理責任者は、業務の一部を別の職員に行わせることができる。 

６ 経理責任者に事故等があるときは、学長が命じた者が業務を代理するものとする。 

 

（経理責任者の権限及び責任） 

第２５条 経理責任者は、所掌する予算単位における予算執行等の会計取引を正確かつ迅速

に処理し、収納及び支払を行わなければならない。 

 

（出納及び出納責任者） 

第２６条 金銭の出納とは、大学法人における金銭による収納、支払及び振替をいう。 

２ 金銭の出納、保管は、各経理責任者の統括の下に別に定める出納責任者が行うものとす

る。 

 

（金融機関等との取引） 

第２７条 金融機関等と取引を開始し、又は終止するときは、学長が行うものとする。 

 

（現金等の保管） 

第２８条 出納責任者は、現金を収納したときは遅滞なく金融機関等に預け入れなければな

らない。 

２ 有価証券の保管については、原則保護預けとする。 

 

（手許現金の保有） 

第２９条 出納責任者は、前条第１項にかかわらず業務上必要な現金及び常用雑費その他小

口現金払いに充てるため、手許に現金を保有することができる。 

 

（金銭の出納手続） 

第３０条 出納責任者は正当な証拠書類に基づいて作成された伝票に基づいて金銭の出納を

行わなければならない。 

 

（債権の発生） 

第３１条 経理責任者は収入の原因となる事象が生じた場合には債権の発生を認識するとと

もに、債務者に対して債務の履行請求を行うものとする。 

 

（督促） 

第３２条 経理責任者は納入期限までに収納されない債権があるときは、遅滞なく債務者に

督促し、納入の確保を図らなければならない。 

 

（債権の放棄等） 
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第３３条 重要な財産以外の債権の全部若しくは一部の放棄又は当該債権の効力の変更は、

別に定める場合において行うことができる。 

２ 経理責任者は、前項の債権を放棄する場合は、学長の承認を得なければならない。 

 

（領収書の発行） 

第３４条 出納責任者は、金銭を収納したときは、所定の領収書を発行しなければならない。 

２ 金融機関等の振込によって入金されたときは、前項に規定する領収書の発行を省略する

ことができる。 

３ 領収書の発行及びその管理は、これを厳正に行うものとする。 

 

（支払の決定） 

第３５条 経理責任者は第２１条第２項による検査等に基づいて速やかに債務を認識し、支

払条件に基づいて出納責任者に支払わせなければならない。 

 

（支払の方法） 

第３６条 出納責任者は、原則として金融機関等の振込により支払を行うものとする。ただ

し、小口現金払その他必要がある場合は、通貨をもって行うことができる。 

２ 出納責任者は、支払を行った際、領収書を徴しなければならない。ただし、振込の場合

は銀行振込通知書等をもって、これに代えることができる。 

 

（預り金等） 

第３７条 出納責任者は、大学法人の運営業務に関係のない金銭又は有価証券を受け取り、

または支払ってはならない。 

２ 出納責任者は、別に定める場合を除き、大学法人の収入又は支出とならない金銭の受払

を行ってはならない。 

３ 大学法人の収入又は支出とならない金銭の受払については、第２７条第１項及び第３５

条を準用する。 

 

（仮払い） 

第３８条 経費の性質上又は業務運営上必要があるときは、別に定める経費について仮払い

をすることができる。 

 

（立替払い） 

第３９条 別に定める場合には大学法人の教員及び職員は立替払をすることができる。 

 

（金銭の照合） 

第４０条 出納責任者は、現金の手許有高は、毎日現金出納帳と照合し、銀行預金等の実在

高は毎月末に帳簿と照合しなければならない。 

 

（金銭の過不足） 

第４１条 出納責任者は、金銭に過不足が生じたときは、速やかにその事由を調査して、経

理責任者に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

第５章 資金 

（資金の定義） 

第４２条 資金とは、支払に充当することができる現金、預金及び有価証券をいう。 

 

（資金管理事務の委任） 

第４３条 資金管理は学長が行う。 
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２ 学長は資金管理事務を財務部長に行わせることができる。 

 

（資金管理） 

第４４条 資金管理に関し必要な事項は、別に定める。  

 

（短期借入金） 

第４５条 学長は一時的に資金が不足する場合には、中期計画の借入限度額の範囲内におい

て、準用通則法第４５条に定める短期借入金（以下「短期借入金」という。）をもってこれ

に充てることができる。 

２ 学長は、短期借入金を実行した事業年度内に償還するように資金繰計画を作成しなけれ

ばならない。 

 

（長期借入金及び山梨大学法人債） 

第４６条 学長が国大法第３３条に定める長期借入をし、又は山梨大学法人債を発行する必

要があると認める場合には、経営協議会の審議及び役員会の議を経た後、文部科学大臣の

認可を受けなければならない。 

２ 前項により長期借入を行い又は山梨大学法人債を発行するときには、別に定める手続に

より資産を担保に供することができる。 

 

（資金の貸付け、出資及び債務保証） 

第４７条 資金の貸付け、出資及び債務保証について、別に定める場合を除き、学長の承認

を得なければならない。 
 

（余裕金の運用） 

第４７条の２ 余裕金は、業務の執行に支障がない範囲で、国大法第３４条の３第２項及び国大法

第３５条において準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第４７条の規定

の定めるところにより運用することができる。 

２ 余裕金の運用について必要な事項は、別に定める。 

 

第６章 固定資産 

（固定資産の範囲） 

第４８条 固定資産は、有形固定資産、無形固定資産、投資その他の資産とする。 

 

（資産管理責任者） 

第４９条 資産管理責任者は、管理台帳を整備し、常時、有形固定資産及び無形固定資産の

出納及び保管状況を把握することにより、その取得、維持保全、運用、処分等に関する適

正な管理を行い、教育・研究に有効な資産活用に努めなければならない。 

２ 資産管理責任者は別に定めるとおりとする。 

３ 資産管理責任者は、業務の一部を別の職員に行わせることができる。 

４ 資産管理責任者に事故等があるときは、学長が命じた者が業務を代理するものとする。 

 

（減価償却） 

第５０条 固定資産のうち償却資産については、期末の評価及び費用の適正な配分を目的と

して、取得価額をもとに事業年度ごとに所定の償却を行わなければならない。 

 

 （減損処理） 

第５０条の２ 大学法人は、有形固定資産及び無形固定資産について、法令等及びこの規則

の定めるところにより、過大な帳簿価額を適正な金額まで減損すること及び業務運営状況

を明らかにすることを目的として、所定の減損処理を行わなければならない。 

２ 固定資産の減損処理に関し必要な事項は、別に定める。 
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（資産管理責任者の報告） 

第５１条 資産管理責任者は、決算において、固定資産に係る経理情報を財務部長に報告し

なければならない。 

 

第７章 たな卸資産 

（たな卸資産の範囲） 

第５２条 たな卸資産は、商品、製品、副産物、作業くず、半製品、原料及び材料、仕掛品、

医薬品、診療材料、並びに消耗品、消耗工具、器具及び備品その他の貯蔵品で相当価額以

上のものとする。 

 

（たな卸資産の管理） 

第５３条 予算責任者は、たな卸資産について管理台帳を整備し、受払いの記録を行うとと

もに、常にその在高を明らかにしなければならない。 

 

（実地たな卸と報告） 

第５４条 予算責任者は、毎事業年度末に、実地たな卸を行い、その結果を経理責任者に報

告しなければならない。 

２ 実地たな卸は財務部長が総括する。 

 

第８章 決算 

（決算の目的） 

第５５条 決算は、事業年度の会計記録を整理して、事業年度末の財政状態及び運営状況を

明らかにすることを目的とする。 

 

(月次決算) 

第５６条 経理責任者は、月次の財務状況を明らかにするため別に定める書類を作成し、財

務部長に提出しなければならない。 

２ 財務部長は前項の書類を検討し、これをとりまとめ、学長に提出しなければならない。 

 

（年度決算） 

第５７条 財務部長は、年度決算に必要な手続を行い、準用通則法に規定する財務諸表等を

作成し、学長に提出しなければならない。 

２ 学長は、前項における財務諸表等を、経営協議会の審議に付し、役員会における議を経

なければならない。 

 

 （財務諸表等の報告） 

第５８条 学長は、前条における財務諸表等に、監事及び会計監査人の意見を付し、事業年

度の終了後三月以内に文部科学大臣へ提出する。 

 

第９章 弁償責任 

（会計上の義務と責任） 

第５９条 大学法人の役員、教員及び職員（以下「役員等」という。）は、財務及び会計に関

し適用又は準用される法令並びにこの規則に準拠し、善良な管理者の注意をもってそれぞ

れの職務を行う。 

２ 役員等は、故意又は重大な過失により前項の規定に違反して、大学法人に損害を与えた

場合は、弁償の責に任じなければならない。 

 

（亡失等の報告） 



01030101 

8 

第６０条 役員等は、大学法人の金銭、有価証券及び固定資産等を亡失、滅失又はき損した

ときは学長に報告しなければならない。 

 

（弁償責任の決定及び弁償命令） 

第６１条 学長は、第５８条第２項における、弁償責任の有無及び弁償額を決定する。 

 

第１０章 雑則 

（実施規程） 

第６２条 この規則を実施するために必要な規程は、別に定める。 

 

（改廃） 

第６３条 この規則の改廃は、経営協議会の審議と役員会の議を経て、学長が決定する。 

 

附 則 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１８年４月２７日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、平成１８年８月８日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和５年５月２９日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、令和５年１０月５日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和６年５月２８日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 


